
令和元年度  総務常任委員会活動報告書【中間報告】 

 

１．活動テーマ（重点調査事項）   

住みたくなるまちに向けて 

２．そのほか委員会で取り上げたいとして計画書に掲げた調査事項 

・柴田町で今からできる移住・定住促進策について     

・公共施設等総合管理計画について（個別施設計画策定状況）   

３．活動実績 

○所管事務調査 

１）令和元年 5月 13日（月）～14日（火） 

内容：①前年度調査結果に対する措置状況について 

②各課・所における事務事業の内容及び執行状況について 

２）令和元年 6月 18日（火）～19日（水） 

内容：①柴田町まちづくり推進センター（ゆる．ぷら）の運営状況と今後の方針 

②宮城県の移住定住対策及び支援策（行政視察） 

③柴田町の交通安全対策（交通安全施設関係） 

３）令和元年 10月 8日（火）～9日（水） 

内容：①柴田町ハザードマップ作成の進捗状況 

②公共施設等総合管理計画個別施設計画 

③仙南クリーンセンター及び最終処分場の現況（行政視察） 

４）令和 2年１月 20日（月）～21日（火） 

内容：①デマンド型乗合タクシーについて 

   ②地域づくり交付金について 

   ③町の防災対策について 

※調査結果は別紙一覧表のとおり 

○先進地行政視察 

１）令和元年 8月 8日（木） 

視察地：登米市（①空き家バンクの設置に係る手順や民間業者との取り組み方(連携)について、②移住定住

対策に係る組織体制について） 

２）令和元年 10月 23日（火）～25日（金） 

視察地：①岡山県笠岡市（移住定住促進への取り組み方について） 

②岡山県赤磐市（移住定住促進への取り組み方について） 

○団体懇談会 

 令和元年 12月 19日（木） 

対象団体：公益社団法人 宮城県宅地建物取引業協会柴田ブロック ３名 

懇談テーマ：①移住・定住施策としての空き家対策について 

      ②柴田町で今からできる移住定住施策について 

 

４．委員会としての現時点での成果及び次年度の方針 

 

当委員会として取り上げるべき調査事項についてはおおむね調査を行うことができた。 

 特に先進地視察等を行った移住定住促進策、空き家対策については、次年度も引き続き調査を行い、具

体的な提言などに結び付けられるように活動していきたい。 

 また、町の防災対策についても、次年度以降引き続き重点的に調査を行う必要がある。 

 



 総務常任委員会 所管事務調査結果一覧表（令和元年度） 

 

調査日 調査所管課 調査結果内容 

5 月 13 日(月) 

～14 日(火) 

総務課 ○町内の自主防災組織のなお一層の充実に向け、防災士、防災

指導員等人材の育成に努めること。 

○第７次定員適正化計画については、現行計画を精査し、職員

の適正人数を明確にして策定に努めること。 

まちづくり政策

課 

○各行政区への地域づくり交付金については、その目的が達成

されているかどうかを確認するため、実績を精査すること。 

○フットパス事業については、地域おこし協力隊としっかり連

携し、より充実させること。 

○交通安全対策及び防犯対策については、交通指導隊及び防犯

実動隊の人材確保に最善をつくすこと。 

町民環境課 ○空き家対策については、環境保全の観点から適正管理に努め

られたい。また、空き家の利活用については、まちづくり政

策課等と連携し、移住定住策の強化にあたられたい。 

財政課 ○公共施設等総合管理計画の個別施設計画は、今後の行財政運

営を左右する重要な計画であることから、スケジュールどお

りに進めること。 

6 月 18 日(火) 

～19 日(水) 

まちづくり政策

課 

○柴田町まちづくり推進センター（ゆる.ぷら）については、特

定非営利活動法人が同センターの運営業務委託を開始した

が、運営に当たっては利用者や登録団体から幅広く意見を聞

く場を設けるなどし、スムーズな業務運営ができるよう努め

ること。 

○まちづくり提案の件数がふえるような努力をすると同時に、

まちづくり提案審査会の委員について、幅広い世代で構成さ

れるように配慮されたい。 

○交通安全対策（交通安全施設関係）について、危険度の高い

箇所を優先し、引き続き交通安全施設の整備を進められたい。 

10 月 8 日(火) 

～9 日(水) 

 

総務課 ○防災マップについて、マイタイムライン等の項目が増えたこ

ともあり、当初の計画よりも進捗が遅れている。スケジュー

ルの見直しを図り町民にいち早く手元に届くよう努めるこ

と。 

財政課 ○柴田町公共施設個別施設計画（案）は、広報しばたに掲載す

るなど町民に広く周知し、幅広く意見を求め、計画に反映さ

せること。 

1 月 20 日（月） 

～21 日（火） 

まちづくり政策

課 

○デマンド型乗合タクシーについては、より効果的な運営を図

るため、地域公共交通活性化協議会を定期的に開催するとと

もに、将来の展望を見据えながら取り組んでいくこと。 

○地域づくり交付金については、交付金の使い道等を確認し、

不正事案が再発しないよう実績報告書等の審査を厳格にする

こと。 



 

 

総務課 ○令和元年台風 19 号の被害を受け、町が考えている方針（河川

環境の改善、強制排水ポンプの設置、情報発信、避難所の運

営、自動車の避難場所、地区防災計画の作成）を計画的に推

進すること。 

 

 


